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Abstract

This  survey  was  conducted  in March  1993  with  the  aim  of clarifying the status of environmental

education at all elementary, junior high and  senior high schools in Hyogo  prefecture.

Results show  that about  30%  of the schools cope  with  environmental  education  systematically, and

that use of this approach  will increase in the future. Many  teachers need  appropriate teaching materials

and  supplementary  readers in order to educate effectively within their limited school hours.

It is suggested  that the public sector, such  as local government,  school board  and  museum,  support

environmental  education in schools by offering some  places, facilities and  information for environmental

education. For  example,  it would  be useful to construct places for natural observation  study, to offer

precise information  about  the  local environment,  and  to present  teaching  materials and  progressive

examples.
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は じ め に

地球規模の環境破壊など環境への関心が世界的

に高まっているが, わが国でも公害問題の深刻化

や自然環境の破壊など生活環境の悪化が認識され

た1970年代以降, 環境教育についてはその重要性

や必要性が唱えられ, 数々の報告がなされてきて

いる( 沼田, 1982 ; 清里環境教育フォーラム実行

委員会, 1992 など). そして, 1991 年5 月には日

本環境教育学会が発足し, 環境教育に対して組織

的・体系的に取り組む体制が整いつつある.

一方, 環境教育の重要な場の一翼を担う学校教

育においても,新学習指導要領の実施にともない,

たとえば小学校で平成4 年度から生活科が新設さ
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れ, 自然観察や動植物の飼育を通して環境教育に

取り組むなどの模索が始まっている. 文部省はこ

れに先立ち, 環境教育について「環境や環境問題

に関心・知識をもち, 人間活動と環境とのかかわ

りについての総合的な理解と認識の上にたって,

環境の保全に配慮した望ましい慟きかけのできる

技能や思考力, 判断力を身に付け, より良い環境

の創造活動に主体的に参加し環境への責任ある行

動をとれる態度を育成すること」という定義と環

境教育に関する指導指針を盛り込んだ『環境教育

指導資料』(文部省, 1991) を発行し, その普及

に努めているが, 学校においては, 環境教育は導

入初期の段階にあるのが現状であると考えられ

る.

そこで, 本研究では, まず, 環境教育について

は上記の文部省の定義に基づいた上で, その対象

となる環境の概念を自然環境および地球環境, さ

らに人間の住む居住環境と広範囲にとらえ, 兵庫

県下の学校教育における環境教育の現状を包括的

に把握することを目的とした実態調査を実施し

た. そして, その現状の把握の上に, 学校だけで

は完結できないと考えられる環境教育の推進に対

して√学校以外の公的機関や施設が, 情報の提供

や場所の提供・整備などによって, これを支援し

ていくための方策について考察することを本研究

の目的としている.             ノ

ト   調 査 方 法

調査は小学校から高等学校までの兵庫県下の全

学校を対象にし, アンケートによる間接方式を

とった. 調査項目は以下のものである.

1. 環境教育への取り組み方

①組織的取り組みの有無

②組織の性格, 構成, 重点領域, 目標

③今後の環境教育への取り組み意向

④環境教育に取り組む上での問題点

2. 授業および校外学習に関して

①環境教育の視点からの授業の有無とその学

年, 教科, 内容

②自然観察の場として利用しているところ

③施設見学に利用しているところ

④地域マップの作成状況

⑤授業用資料作成のための情報収集先

⑥地域環境の向上につながる行事や活動

⑦他校の参考となる授業の事例

⑧他校の参考となるクラブ活動の事例

3. 自由記述意見

このうち,2 の⑦⑧および3 は自由記述とし, そ

れ以外は選択肢を用意し, 択一式 または複数回答

方式でたずねている.

調査票の配布は公立校は県教育事務所および各

市郡の教育委員会経由とし, 私立校については郵

送配布した. 回収については全て郵送で行った.

調査の実施時期は, 平成5 年3 月である. 配布回

収状況 を表]. に示す. 全 体の回収率 は49.6% で

あった.                  J, ダ

調 査 結 果

1. 学校での環境教育への取り組み状況

1) 平成4 年度の組織的対応

図1 に示 す よう に, 兵 庫県 下 では小 学 校で

25.5%, 中学校で30.0%, 高等学校で27.5% の学

校が環境教育について何らかの組織で取り組んで

いると回答している. その内容・形態はさまざま

で, 校務分掌の中に位置づけたり, 職員研修や研

究グループで扱っている ものがあり, さらに職員

だけでなく児童・生徒や保護者とともに行ってい

るものもある.

こ れらの組織が取り組んでいる環境教育の内容

で重点が置かれているのは, 図2 に示すように小

表1. アンケートの配布・回収状況.



学校では「飼育・栽培(76.8%)」「自然とのふれ

あい(54.7%)」「身近な環境学習(51.6%)」の順,

中学校では「環境保全(50.9%)」「身近な環境学

習(49.1%)」「人と環境とのかかわり(39.6%)」

の順となっており, 高等学校では「身近な環境学

習」「環境保全」「環境整備実践」がともに47.8%

となっている. ゛

図3 は組織の目標を示しているが, 小学校では

「自然や環境に対する関心の育成」が60.8% と最

も多いが,中学校・高等学校ではこれに加えて「環

境に対する人間の責任と役割の理解」や「環境保

全に参加する態度の育成」と, より高次元の目標

へと移っていっている.

2) 今後の環境教育への取り組みについての意向

図4 は平成5 年度以降の環境教育への取り組み

の意向をたずねたものだが, 小学校・中学校・高

等学校では「引き続き(新たに) 取り組んでいく」

「取り組みを検討していく」を合わせて7~8 割

の学校が前向きの回答を示している. 一方, 養護

学校については5 割弱にとどまった.図1. 環境教育への組織的取り組みの有無( 平成4 年度).

図2. 重点 を置いている領域( 複数回答).

図3. 組織の目指しているところ.

図4. 今 後の取り組みに対する意向.



図5. 環境教育に取り組む上での問題点( 複数回答).

表2. 環境教育の視点iからの授業の教科別のべ数( 上位5 科 出.

*1 理科(第1 分野)、理科(第2 ｀野)とい 回゙答も含む。*2 社会(地理)、社会(歴史)、
㈲(
公民)j1いう回答も含む。

3) 環境教育に取り組む上での問題点

図5 は今後環境教育に取り組んでいくうえでの

問題点を図に示す選択肢の中から複数回笞方式で

たずねた結果だが, 小学校・中学校・高等学校と

もに「教科にゆとりがない」が第1 位で半数強の

学校があげている. 次いで多いのは「具体的な取

り組み方について, 参考事例や資料が少ない」や

「適当な教材や副読本がない」などだが,中学校・

高等学校では「教科間の連携がとりにくい」も2

割程度の学校からあげられた. 養護学校では用意

した選択肢以外に「(養護学校の) 児童・生徒に

とっての環境教育とは何かが明確ではない」とい

う記述意見が多かった.

また, 行政上の市と町で分けてみる( 以下, そ

れぞれ市部, 郡部とい引 と, 小学校では「自然

教育に適した場所が校内や学校近くにない」をあ

げる学校が市部で11.3%, 郡部で3.2% と, 市部

で多かった.

2. 環境教育の視点から行った授業

小学校・中学校・高等学校とも,6 割近くの学

校でこうした授業を実施していると回答してい

る. 教科は, 表2 に示すように 理科と社会科,

生活科( 小学校) を中心に 家庭科や保健体育な

どが多くあげられている. また, 教科以外の校外

学習や学校全体での行事( 地域の清掃, 文化祭な

ど) も環境教育の視点から行われたものとして多

くあげられている.



3. 屋外学習

1) 自然観察

図6 は理科や生活科において自然観察の場とし

て利用した場所を示したものだが,「校内の学校

園・花壇」を中心としながら, 小学校ではさらに

「校区内の河川・池沼(59.7%) 」や「校区内の公

園(55.0%) 」,「校区内の社寺境内(49.5%) 」など

が重要な自然観察の場となっている.「校区内の

河川・池沼」は中学校(42.8%) ・高等学校(24.2%)

でもよく活用されている.

こうした自然観察の場については, 校内に自然

教育園や自然観察圉があれば, そこで充足される

とも考えられるが, 小学校についてみると, 図7

のように, こうした施設が校内にあり利用してい

る学校の方がむしろ校区内の公園や河川・池沼な

どの資源を積極的に活用しており, 自然教育への

関心が高いともとらえられる.

一方, このような校外での自然観察の場につい

て市部と郡部とを比較すると, 小学校では図8 に

示すように, 市部では「校区内の公園」の活用が

主体になり, 郡部では「校区内の河川 ・池沼」や

「校区内の社寺境内」の活用が主体となっている.

また, 先の問題点の項で指摘があったように近く

図6. 自然観察の場( 複数回答).

図7. 校内の自然教育園などの利用の有無別にみた校内の

自然観察の場( 小学校).

図8. 校外 の自然観察の場の市部・郡部の比較( 小学校).



の自然観察の場の不足から, 市部の小学校では校

区外へ出かけるケースも見られる.

2) 施設見学などの校外学習

施設見学は図9 に示すように, 小学校で活発で

ある. 行き先は「浄水場・下水処理場・ごみ焼却

場など(88.6%) 」を筆頭に,「科学館・美術館・

博物館など(56.5%) 」,「商店街(55.7%) 」などと

なっている. 中学校・高等学校では「科学館・美

術館・博物館など」が中心で, 中学校44.8%, 高

等学校23.3% となっている.

4. 周辺地域との関わり

1) 地域環境の把握

小学校で48.8% が「地域マップ」を作成してお

り, 校区内の情報を積極的に集めている. これは

文部省が小学校の生活科の指導計画作成の中で,

地域の学習素材の生活科マップへの整理を奨励し

ている( 文部省, 1990) ためで, 中学校・高等学

校でこの「地域マップ」を作成しているのは8%

程度にすぎない. この「地域マップ」に盛り込ま

れる内容は, 虫や草花, 樹木等の動植物および川

や池, 地域内の施設・設備や人々の働きなどの学

習素材の分布, 児童が活動できる場である.

この「地域マップ」のような授業用資料を作成

する際の情報の収集先としては, 図].0に示すよう

に「地元の役所や役場」が一番の情報源と期待さ

れており, とくに郡部の学校でこの傾向が強い.

次いで「博物館・郷土資料館」も期待ざれている

が, 市部の高等学校を中心に「公立図書館」をあ

げている学校も多い.

2) 地域の環境向上のための行事や活動

地域の環境向上のための行事や活動としては,

小学校・中学校・高等学校とも7 割以上の学校で

「周辺の清掃」を実施している.「資源ゴミの集

図9. 施設見学の行き先( 複数回答). 図10. 情報収集先として期待する施設( 複数回答).



団回収」も, 小学校61.5%, 中学校58.4% と盛ん

であるが, なかでも郡部の学校で盛んである. 回

収しているゴミの種類 もアルミ缶をはじめとする

空 き缶や古紙, 牛乳パック, びん, 布など多種に

わたっている. また,「資 源ゴミの集団回収」 は

高等学校でも24.5% が実施している.

5. 実践事例

1) 授業

小学校では社会科・理科・生活科を中心に33 校

から, 中学校では理科など17 校から, 高等学校で

は理科系の科目を中心に26 校から, 事例の記述や

関連資料の提示があった. その代表的なものは表

3 のとおりである.

2) クラブ活動など

小学校43 校, 中学校34 校, 高等学校45 校から,

自然観察や飼育, 緑化, リサイクル, 地域の清掃,

環境調査などの活動の報告があった. とくに回答

校の26.9% から報告のあった高等学校では, 環境

調査など高度な内容の活動が目立ち, 授業だけで

なくこうした課外活動が環境教育 の重要な場に

なっている実態がうかがえた. その代表的なもの

は表4 のとおりである.

6. 自由記述意見

環境教育 についての自由意見記述欄を設けたと

ころ,小学校170 校(44.3%), 中学校89 校(49.2%),

高等学校100 校(60.0%), 養護学校15 校(60.0%)

に意見の記述があり, 環境教育への関心の高さが

うかがえた. 寄せられた意見は, ①現在の取り組

み状況, ②環境教育の課題, ③これからの環境教

育の3 つに大別できる. 表5 には, これらの中か

ら代表的なものを示している.

1) 現在の取り組み状況

「時間がない」,「教育課程における位置づけが

ない」,「組織的な活動ができない」等の理由で十

分に取り組めていない様子もうかがえるが, 一方

で,「重要な教育なので, 今後, 校務分掌を置く」,

「研究課題とする」などの方法によって, 取 り組

んでいきたいという意見 も多い.

2) 環境教育の課題

授業のための資料の不足, 教師の意識の低さ,

環境問題に対する一般市民や行政の認識不足など

を指摘している意見が見られる.

3) これからの環境教育

各教科での環境教育的な配慮の重視, 身近な自

然環境の活用, 身近でできる環境保護の活動の重

視などが上げられている.

考   察

学校での環境教育の現状について

学校教育における環境教育への総合的な取り組

みは, まだ開始されたばかりであり, 現状で組織

的に取り組んでいる学校は3 割程度にすぎない.

図5 に示したように「環境教育の必要性について

職員間の合意形成が難しい」という指摘が15% 程

度の学校からあげられているが,7~8 割の学校

が今後組織的に取り組むことを検討しており, 環

境教育の重要性の共通認識は高まっていると考え

られる.

しかし, 図5 で「教科にゆとりがない」ことが

小学校・中学校・高等学校で問題点の第1 位にあ

げられているように, これまでのカリキュラムの

中に環境教育を盛り込んでいくことが簡単ではな

いことや, 自由記述意見に見られるように教師の

側にも環境教育について準備する時間的ゆとりが

少ない様子がうかがえる. また, 同じく図5 で小

学校・中学校・高等学校ともに問題点の第2 位に

あげられている「具体的な取り組み方について,

参考事例・資料が少ない」ことや, 小学校・中学

校で第3 位にあげられている「適当な教材や副読

本がない」ことなど, 環境教育という新しい教育

分野に対するとまどいや授業に用いる学習素材が

充実していない様子がうかがわれ, 実際の授業に

スムーズに適用できる教材や副読本, あるいは指

導計画作成の指針となる先進事例の情報などが求

められていると考えられる.

一方, 約1 割程度の学校が回答した表3 や表4

に示した他校に紹介できる環境教育の実践事例に

は, 文部省や教育委員会などの研究指定校のもの

も多く含まれているが, 一部の学校ではこれまで



表3. 環境教育の視点からの授業の代表例.

表4. 環境教育の視点からのクラブ活動などの代表例.



表5. 代表的な自由記述意見( 原文のまま).



にも環境教育に対して先進的かつ熱心に取り組ま

れて きていることがうかがわれる.

環境教育推進のための支援方策について

調査結果および上記の学校での環境教育の現状

に関する考察をふまえて, 本研究の目的である学

校以外の公的な機関や施設が学校での環境教育の

推 進を支援してい くための方策につい て考察す

る.

まず,第一に環境教育の場の提供が考えられる.

図6 で見たように, 現状で も校外での自然観察の

場として, 小学校や養護学校を中心に公園が, 中

学校・高等学校をも含めて河川・池沼が多く利用

されている. これらの場所は単にそれぞれ本来の

目的で整備するだけでなく, 環境教育の場として

児童・生徒が利用することも考慮して, 安全性お

よび自然度の高い形態での整備が求められる. 例

えば, 公園や河川敷の一部に自然教育園的なビオ

トープを設けたり, 公園の樹木に解説付きのネー

ムプレートを設置するなどである. また, 鎮守の

森等の自然植生が保存されている社寺境内につい

ても, 環境教育の場となるという視点から積極的

に保全していくことが求められる.

同じく環境教育の場としては, 図9 にみるよう

に 小学校の約9 割が施設見学に出かけている浄

水場・下水処理場・ごみ焼却場などの供給処理施

設や, 中学校・高等学校・養護学校も利用してい

る科学館・美術館・博物館といった展示型の社会

教育施設 も重要な場として位置づけられる. これ

らの施設では, 児童・生徒の受け入れ体制につい

ては, 安全性 も含めて既に十分な配慮が払 われて

いると考えられるが, 環境教育という視点から地

域の環境特性を反映した内容やとくに人間活動と

環境との関わりについて児童・生徒が実際に体感

で きる場の整備が求められる.

第二に, 学校に対する環境教育のための情報の

提供があげられる. 調査結果4 の1) で見たよう

に, 小学校では地域の学習素材を盛り込んだ地域

マ ップが環境教育のための基礎資料として作成さ

れており, その作成あるいは充実のために地域の

多くの情報を集める必要がある. 図10 にみたこ

うした情報の収集先として期待されている「地元

の役所や役場」をはじめ,「博物館・郷土資料館」,

さらには「公立図書館」などでは, 学校からの情

報提供依頼に対応できるように, 地域の動植物の

分布や河川・池沼の分布などを把握し, 整理して

おくことが望まれる. さらに, 環境教育が進展し,

小学校のみならず中学校や高等学校でも地域の環

境について取り扱うようになれば, 求められる情

報の内容 も, 既に先進的な学校のクラブ活動の事

例にみられるような河川の水質や降雨の酸性度な

どの観測データなど, より高度で専門的な情報が

求められると考えられ, このような情報の体系的

な整備が, 特に観測データなどは時系列的な整備

が必要である.

また, このような環境に関する基礎的な情報だ

けでなく, 図5 にみた「適当な教材や副読本がな

い」という指摘に対しては,自治体や教育委員会・

博物館などで学校で手軽に使えるモデル的な教材

を開発することや, 地域の環境についての学習素

材を盛り込んだ副読本を製作することが求められ

ている. さらに 図5 にみた「具体的な取り組み

方について, 参考事例や資料が少ない」という指

摘に対しては, 表3 および表4 にあげたような先

進的な学校の授業やクラブ活動の中での取り組み

を集約してデータベース化し, 広く教師が利用で

きる環境教育の情報センターのようなものが整備

あるいは設置されることが望 まれる.
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